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1.はじめに 
近年，補強土擁壁工法は広く用いられていており，阪神大震災などの大地震で他の擁壁に比べ被害が少な

かったことから，他の擁壁に比べ耐震性に優れていることが知られている．しかし，その原理についてはま

だ明確でない部分が多いのが現状である．そこで本研究では補強材に支圧アンカー式補強材を用い，壁面工

に剛な一体壁をモデル化した地盤を作製し，遠心場で加振実験を行った．本研究では補強材長の違いが補強

土擁壁の地震時安定性に及ぼす影響について検討した． 
2.実験概要 
2-1 実験方法 
 図-1 に模型地盤概略図を示す．なお，本研究では補強

材 100mm において kh=0.15 で加振した時のすべり破壊

の安全率（常時 1.2，地震時 1.0）を有するものを模擬し

た 1)．壁面には高さ 150mm，奥行き 10mm のアルミ板

を用いた．試料には豊浦砂を用い，相対密度 80％程度と

なるように空中落下法で幅 250mm×奥行き 80mm×高

さ 150mm（実物換算値 4.5m）の模型地盤を作製した．

この模型土槽を加振台の上に設置し，遠心加速度 30g 場

のもと，周波数 60Hz，正弦波 20 波で加振した．また，

図-1 に示す場所に変位計,土圧計を設置し，それぞれ計

測した.土槽底面には布やすりを貼り付け，加振により補

強土全体が滑動するのを抑制した．また，側面には摩擦

軽減のためにゴムメンブレンをグリースで貼り付けた． 
2-2 実験条件 
 実験条件を表-1 に示す．補強材には支圧アンカー式補

強材を使用した（図-2）．支圧アンカー式補強材は，補

強材先端部に取り付けられたアンカープレートにより，

主に抵抗力を発揮する．本研究では，タイバー先端部に

8 mm 四方の正方形アンカープレートを取り付けた．こ

れらの補強材の寸法は参考文献 2)のデータを用いて，遠

心模型の相似則に基づいて決定した．ただし，本研究で

は補強材の曲げ・破壊を考慮しないため，材質には強固

な真鍮製を用いた．CASE1 では補強材長を 100mm，

CASE2 では 160mm とした．入力加速度は 0.1，0.2，
0.3 とし，連続して加振した（図-3）． 
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図-1 模型地盤概略図 

表-1 実験条件

補強材長 入力加速度
CASE1 100mm 0.1，0.2，0.3
CASE2 160mm 0.1，0.2，0.3  

100mmまた
は，160mm

8mm

図-2 支圧アンカー式補強材 



3.実験結果 
 図-4 に上端部での壁面水平変位量～水平震度 kh の関

係を示す．なお，実験結果の値は実物換算値を用いてい

る．マニュアル 3)によると補強土擁壁の許容水平変位量

は高さの 3％であるので，本研究では 135mm となる．

これより，本研究で模擬した中規模地震動 kh=0.15 にお

いて，上端部での壁面水平変位量はいずれのケースとも

許容水平変位量より大きく下回った．また，kh=0.3 で加

振させた際にも許容水平変位量より下回った．これより，

現行設計法の安全が確認された．また，補強材長が長い

CASE2 の方が CASE1 より水平変位量が少ないことか

ら，補強材を長くすれば壁面の水平変位を抑制するのに

有効であると考えられる． 
 図-5に CASE1 の地盤高さに対する壁面土圧の分布図

を示す．これより，いずれの高さにおいても加振によっ

て土圧が増加していることが分かる．また，土圧は

kh=0.1 で加振した際に高さ 1350mm で極端に増加し，

kh=0.2，0.3 においても同一地点で大きく増加した．こ

れはkh=0.1で加振した際に高さ 1350mmと 2250mmの

間にすべり線が発生したことによると考えられ，このす

べり線上のせん断応力により，高さ 1350mm で土圧が極

端に増加し，kh=0.2，0.3 で加振した際にもそのすべり

線により高さ 1350mm で土圧が増加したと考えられる． 
 図-6に CASE2 の地盤高さに対する壁面土圧の分布図

を示す．これより，CASE2 においてもいずれの高さに

おいても土圧が増加していることが分かる．また，図-5

と比較すると補強材が長い CASE2 では CASE1 に比べ，

全体的に土圧が生じていることが分かる．これより，補

強材が長いほど，すべり線の発生を防げることができる

と推測される． 
4.まとめ 
 本研究から以下のような結果が得られた． 
・本研究では中規模地震動 kh=0.15 に対応したものを模

擬したが，kh=0.30 で加振しても許容水平変位量を下回

った． 
・補強材が長いほど，壁面の水平変位を抑制できる． 
・補強材が長いほど，すべり線の発生を抑制できる． 
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図-3 入力加速度 
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図-5 CASE1 の壁面土圧 
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図-6 CASE2 の壁面土圧 


